
採決結果

議第１号 令和８年度（2026）出雲市一般会計第１回補正予算

詳しい内容は下記のリンク先（出雲市ＨＰ）からご覧ください。

令和８年度（2026）補正予算の概要

議第２号 出雲市税条例の一部を改正する条例

○ 「地方税法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、所要の条例改正を行
うもの

議第３号 出雲市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

○ 「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する
政令」の施行に伴い、補償基礎額等を改定することについて、所要の条例
改正を行うもの

議第４号 出雲市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改
正する条例

○ 「地方自治法の一部を改正する法律」等の施行に伴い、関係する４条例に
ついて、所要の条例改正を行うもの

議第５号 工事請負契約の締結について（長浜小学校東校舎改築（新北校舎
建設）建築工事）

○ 長浜小学校東校舎改築（新北校舎建設）建築工事の工事請負契約の締結に
ついて、議会の議決を求めるもの

議第６号 工事請負契約の締結について（令和８年度消防緊急通信指令施設
機器更新工事）

○ 消防緊急通信指令施設機器更新工事の工事請負契約の締結について、議会
の議決を求めるもの

議第７号 備品の取得について（消防ポンプ自動車）

○ 消防ポンプ自動車１台を更新することについて、議会の議決を求めるもの

議第８号 公有水面埋立てに関する意見について

○ 「公有水面埋立法」の規定に基づき、島根県知事から求められた公有水面
埋立てに関する意見について、議会の議決を求めるもの

議第９号 市営土地改良事業計画の概要について

○ 上島排水機場洪水用エンジンポンプを改修するに当たり、土地改良事業計
画の概要を定めることについて、議会の議決を求めるもの

議第１０号 専決処分事項の指定についての一部改正について

○ 地方自治法の一部改正に伴い、同法の改正される条項を引用している事項
について、所要の改正を行うもの

同第２号 出雲市教育委員会委員の任命について（上代 真弓 氏）

○ 教育委員会委員を任命することについて、地方教育行政の組織及び運営に
関する法律の規定により、議会の同意を求めるもの

令和８年度（2026）第２回出雲市議会（定例会）　採決結果概要

議案等の名称及び概要

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

※

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

同意
（6月5日議決）

原案可決
（6月5日議決）

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）
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令和８年度（2026）第２回出雲市議会（定例会）　採決結果概要

議案等の名称及び概要

請願第１号 地方財政の充実・強化に関する意見書の提出を求める請願

○ ２０２７年度の政府予算また地方財政の検討にあたっては、物価高騰や賃
金上昇に伴う行政コストの増大を的確に反映し、社会全体として求められ
ている賃上げ基調に相応する人件費の確保を含め、更なる充実が図られる
地方財政を実現するよう、政府関係機関に意見書を提出することを求める
もの

請願第２号 高額療養費制度の自己負担月額上限引き上げを含む改定案を抜本
的に見直し、撤回を求める請願

○ 国において成立した医療保険制度改正法に含まれている高額療養費制度の
見直しについて、自己負担月額上限額の引き上げを含む制度改正の撤回を
求めるよう、政府関係機関等に意見書を提出することを求めるもの

請願第３号 ロキソニンやアレグラなど薬の追加負担を行わないことを求める
請願

○ 国において、ロキソニンやアレグラなどのＯＴＣ類似薬を、健康保険を
使って処方を受ける場合、窓口負担とは別に、追加負担を求めることが決
定されたことについて、これを行わないよう、政府関係機関等に意見書を
提出することを求めるもの

陳情第１号 公立中学校における平和教育及び校外学習の政治的中立性と安全
確保を求める陳情

○ 公立中学校における平和教育及び修学旅行・校外学習の政治的中立性、適
正性、安全性を確保するため、平和教育の政治的中立性を確認すること、
保護者への説明責任と修学旅行・校外学習の安全管理を徹底すること、過
去の修学旅行・平和学習等の記録を確認すること、懸念が残る事例につい
ては、必要な実態把握を行うことを求めるもの

意見書第１号 地方財政の充実・強化に関する意見書

○ ２０２７年度の政府予算また地方財政の検討にあたっては、物価高騰や賃
金上昇に伴う行政コストの増大を的確に反映し、社会全体として求められ
ている賃上げ基調に相応する人件費の確保を含め、更なる充実が図られる
地方財政を実現するよう、政府関係機関に意見書を提出するもの

採択
（6月30日議決）

原案可決
（6月30日議決）

不採択
（6月30日議決）

不採択
（6月30日議決）

不採択
（6月30日議決）
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